
平成１８年度 京極町における人事行政の運営等の状況

地方公務員法で前年度の地方公共団体の職員の任用、給与、服務や勤務条件などの人事行政の運営

状況について公表することが義務付けられています。これは、住民の皆様に町職員の任免や勤務時間

その他の勤務条件などの情報を正しく知っていただくために公表するものです。

１ 職員の任免及び職員数に関すること

平成18年度における職員の新規採用状況は表１、退職の状況は表２のとおりです。又、職員数の状況は表３の

とおりで退職者の不補充等により、平成18年度においては、対前年３名の減となっています。
【 表 1】 新 規 採 用 の 状 況

一 般 行 政 職 ２

事 務 職 ２

技 術 職

【 表2】退 職 の 状 況

そ の 他
定 年 勧 奨

区 分 普 通 分 限 懲 戒 死 亡 任 期 合 計
退 職 退 職 失 職退 職 退 職 退 職 退 職 満 了

一 般 行 政 職 3 3

技 能 労 務 職 1 1

【表3】職員数の状況(各年４月１日現在）

区 分 職 員 数 対前年度増減数

部 門 16年度 17年度 18年度 16年度 17年度 18年度

議 会 2 1 1 △1

総務企画 13 14 13 △2 1 △1

税 務 5 4 4 △1

民 生 12 10 10 △2

一 般 行 政 部 門 衛 生 8 7 7 △1

農林水産 7 6 6 △3 △1

商工労働 1 1 1

土 木 8 8 8 △2

小 計 56 51 50 △7 △5 △1

特 別 行 政 部 門 教 育 12 10 9 2 △2 △1

病 院 13 13 12 △1 △1

公営企業会計部門 上 水 道 1 1 1

下 水 道 2 2 2 1

国 保 1 1 1

介 護 1 1 1 △1

小 計 18 18 17 △1 △1

合 計 86 79 76 △6 △7 △3

※特別行政部門（教育）の欄は、教育長を除く数値です。



２ 職員の給与に関すること

給与に関する状況は表４から表10のとおりです。

【表4】人件費の状況（平成18年度一般会計、決算）

住民基本台帳人口 総支出額 人 件 費 人件費率 前年度の人件費率

(H19年3月現在) 人 千円 千円 ％ ％

3,390 3,137,637 554,634 17.7 19.6

※人件費は、議会議員や非常勤特別職の報酬、町長などの特別職給与及び職員給与・退職手当組合負担金などがふくまれます。

【表5】職員の給与費の状況（平成18年度一般会計及び特別会計、決算）

職 員 数 給 与 費 一人当たりの給与費 前年度一人当たりの

(A) 給 料 職員手当 期末勤勉 計(B)千円 (B/A)千円 給与費 千円

76 320,719 54,251 121,931 496,901 6,538 6,691

【表6】職員平均給与月額及び平均年齢の状況（平成18年４月１日現在）

京 極 町 国
区 分

平均給与月額 平均年齢 平均給与月額 平均年齢

一般行政職 357,070 41.6 歳 381,212 円 40.4 歳

【表7】職員の初任給の状況（平成18年４月１日現在）

京 極 町 国

区 分 初 任 給 採用後２年経過日 初 任 給 採用後２年経過日

の給料額 の給料額

大学卒 159,700 円 176,800 円 170,200 円 183,800 円
一般行政職

高校卒 138,400 円 148,000 円 138,400 円 148,000 円

【表8】職員の経験年数別･学歴別平均給料月額の状況
区 分 経験年数10～14年 経験年数15～19年 経験年数20～24年

大学卒 246,600 円 － 381,000 円
一般行政職

高校卒 234,600 円 260,100 円 340,300 円

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合の採用後の年数をいいます。

採用前に民間企業の経歴がある場合は、その期間が前歴換算され採用後の年数に加えられます。

【表9】職員数の期末・勤勉手当及び退職手当の状況

京 極 町 国

期 区 分 期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計

末 (月分) (月分) (月分) (月分) (月分) (月分)

勤 ６ 月 期 1.4 0.725 2.125 1.4 0.725 2.125

勉 12 月 期 1.6 0.725 2.325 1.6 0.725 2.325

手 計 3.0 1.45 4.45 3.0 1.45 4.45

当 役職段階別加算措置 有 有

区 分 自己都合退職 勧奨・定年退職 自己都合退職 勧奨・定年退職

退 (月分) (月分) (月分) (月分)

職 支 勤 続 20 年 21.00 30.55 21.00 30.55

手 給 勤 続 25 年 33.75 41.34 33.75 41.34

当 率 勤 続 35 年 47.50 59.28 47.50 59.28

最 高 限 度 59.28 59.28 59.28 59.28

※退職手当の「勧奨・定年退職」に係る支給率は、Ｈ17.4.1以降、国と同じです。



【表10】その他職員手当の状況

区 分 内 容

扶 養 手 当 ○配偶者：13,000 円

○扶養親族(配偶者を除く)：２人まで１人6,000円又は6,500円、３人から5,000円

住 居 手 当 ○借家の場合：27,000円を限度に支給(家賃12,000円以下は支給なし)

○持ち家の場合：5,000円

通 勤 手 当 ○通勤距離が２㎞以上の場合に限る

・交通機関利用の場合：月額55,000円を限度に支給

・自家用自動車等を使用の場合：距離に応じ2,000円～24,500円

寒 冷 地 手 当 ○世帯区分に応じて次のとおり(年額：H18年度)

・扶養親族３人以上の世帯主 170,200円

・扶養親族１人～２人の世帯主 143,000円

・扶養親族のいない世帯主 72,900円

・その他の職員 51,700円

※H17年度より経過措置をもって減額改定

管 理 職 手 当 ○管理又は監督の職員に支給：給料月額の8％、10％

平成18年度 支給総額 15,523 千円

時間外勤務手当 職員１人当たりの支給年額 204 千円

平成17年度 支給総額 16,442 千円

職員１人当たりの支給年額 208 千円

【表11】特別職・議員の報酬等の状況(平成18年度支給割合)

区 分 報酬月額 期末手当の支給割合

町 長 730,000 円 ６月期 2.125 月分

副 町 長 610,000 円 12月期 2.325 月分

教 育 長 560,000 円 計 4.45 月分

議 長 253,000 円

副 議 長 200,000 円 加算措置 12 ％

常任委員長 177,000 円

議 員 170,000 円

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件に関すること

（1）職員の勤務時間及び週休日は表12 のとおりです。ただし、保育園や病院など本庁以外の勤務場所では、

これと異なる勤務形態の場合があります。

【表12】勤務時間の状況（平成18年4月1日現在）

１週間の 勤 務 時 間 の 割 振 り

勤務時間 始 業 終 業 休憩時間 休息時間 休日

・土曜日及び日曜日
・国民の祝日に関する

38時間45分 8:50 17:20 12:00～12:45 12:45～13:00 法律に規定する休日
・１２月３１日から
翌年１月５日までの日

(2）職員が取得することができる休暇のうち年次有給休暇の取得状況は表13のとおりです。

この他に病気休暇、特別休暇、介護休暇や育児休業などがあります。

【表13】年次休暇の状況（平成18年1月1日～平成18年12月31日）

付与日数 総使用日数 全期間在職職員数 １人当たり平均使用日数

2,248 429.8 57 7.5



【表14】休暇等

区 分 内 容

年次有給休暇 ○１暦年ごとに20日とし、20日を超えない範囲内の残日数を繰り越すことができる。

病 気 休 暇 ○負傷又は疾病のため療養を要する場合、最小限必要と認められる期間

特 別 休 暇 ○夏季休暇 ３日 ○結婚休暇 ５日

(主なもの) ○産前・産後休暇 出産予定日の８週間前の日から出産日まで、及び出産の翌日から

８週間を経過する日までの期間

○忌引休暇 配偶者10日 父母７日 子５日 祖父母３日、その他規則に定める期間

介 護 休 暇 ○配偶者、父母、子、配偶者の父母などで、負傷、疾病又は老齢により日常生活を営む

(無給) のに支障がある者の介護を行う場合、連続する２週間以上６ケ月以下で必要な期間

育 児 休 業 ○子が３歳に達する日までの期間

(無給)

４ 職員の分限及び懲戒処分に関すること

分限処分とは、公務能率の維持を目的に職員に対してなされる処分であり、制裁的意味合いはありません。

一方、懲戒処分とは、職員の義務違反に対する道義的責任を問い、秩序維持を図る制裁的処分です。分限及

び懲戒処分の具体的内容は、表15のとおりです。昨年度は懲戒処分2件(戒告)がありました。

【表15】分限及び懲戒処分

区 分 種 類 内 容

分 限 処 分 降 任 ○勤務成績が良くないとき

免 職 ○心身の故障のため、服務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないとき

○上記のほか、その職に必要な適格性を欠くとき

○廃職又は過員を生じたとき

休 職 ○心身の故障のため、長期の療養を要するとき

○刑事事件に関し起訴されたとき

懲 戒 処 分 戒 告 ○地方公務員法、又はこれに基づく条例、規則、規定に違反したとき

減 給 ○職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき

停 職 ○全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があったとき

免 職

５ 職員の服務に関すること

すべての職員は、「全体の奉仕者」として公共の利益のために勤務し、職務遂行に当たっては全力で奉仕しな

ければなりません。この服務の基本原則を忠実に実行するため、職員にはさまざまな義務が課せられています。

特に信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、政治的行為の制限や争議行為等の禁止規定に違反した場合は、懲戒

処分の対象になります。昨年度は2件ありました。

６ 職員の研修に関すること

(1)高度化、多様化する住民ニーズに的確に対応するため、毎年度職員研修計画を策定し、職員の資質・能率

の向上に努めています。また、18年度の職員研修の実施状況は表16のとおりです。

【表16】研修の状況（平成18年度実施状況）

研修の名称 研修内容 対 象 者 修了者数

管理能力研修 管理能力研修 課長職 １

指導能力研修 指導能力研修 係長（同相当職） １

派遣研修（後志町村会） 中級研修 採用５年目職員 ２

派遣研修（後志町村会） 初級研修 採用２年目職員 ２

派遣研修（後志町村会） 基礎研修 新規採用職員 ２



７ 福利厚生及び利益の保護に関すること

(1)地方公共団体は、職員の保健、元気回復その他厚生に関する計画を立て、実施しなければなりません。現

在本町職員に対して適用されている共済制度は、これに基づき定められた地方公務員共済組合法によって北海道

市町村職員共済組合が制度を運用、実施しています。又、職員は、(財)北海道市町村職員福祉協会へ加入し、福

利厚生の充実を図っているほか、職場検診・健康教育の実施や職員互助会への補助などを行っています。これら

福利厚生制度の主な内容は表17のとおりです。

また、職員が公務中あるいは通勤途上で死亡し、又は負傷や疾病により障害を負った場合などは、地方公務員

災害補償法に基づきその補償を受けることができます。

【表17】福利厚生の状況

区 分 内 容

共 済 組 合 ●短期給付＝公務外の病気やケガの治療、出産、死亡、休業、災害時の給付

・保険給付＝療養給付、高額療養費など

・休業給付＝傷病手当金、出産手当金、育児休業手当金など

・災害給付＝弔慰金、災害見舞金、家族弔慰金

●長期給付＝老後の経済生活を支援するための給付

・退職共済年金＝組合員期間や一定の条件を満たすことにより65歳から支給（65歳未満で受給でき

る特例あり）

・障害共済年金･一時金＝組合員が在職中に病気やケガで障害が残る状況になったときに支給

・遺族共済年金＝組合員又は組合員であった者が死亡した

●福祉事業＝保健、宿泊、貯金、貸付などの各事業

・保健事業＝健康診断助成、保養宿泊施設利用助成など

・宿泊事業＝共済組合直営施設の利用助成

・貯金事業＝普通貯金の受入れ

・貸付事業＝普通貸付、住宅貸付、災害貸付、医療貸付、入学･修学貸付など

福 祉 協 会 ●医療給付事業＝医療費、入院見舞金、死亡弔慰金

●福利厚生事業＝保養関係（指定宿泊施設利用助成など）、保健関係（入院一時金、出産祝金など）

●貸付事業＝育英資金貸付など

職員の保健等に 総合検診･事後指導の実施、健康教育開催、分煙対策（集煙機リース）、職員互助会補助（健康増進･

関すること 文化体育事業、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動支援等）

(2)職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、適当な措置が執られるよう要求することや、懲戒その

他意に反する不利益な処分を受けたときは、公平委員会(後志支庁管内は共同設置)に対して申し立てをすること

ができます。

公平委員会とは、これらの要求や処分が適当であるか審査し、必要な場合は適正化確保のための措置を勧告する

ことができる独立した機関です。昨年度、公平委員会に対する措置要求、不利益処分に関する不服申し立てはあ

りませんでした。

☆この公表に関する問い合わせ先：京極町役場総務課（℡42－2111）


